
令和６年松戸市議会３月定例会の提出予定議案

定例会に提出予定の議案につきましては ５０件になります。 

１ 専決処分の報告及び承認について ・・・・・・・・・・・・・    １件 

２ 予算関係 「令和６年度予算について」  ・・・・・・・・ １２件 

「令和５年度補正予算について」  ・・・・・・ １０件 

３ 条例関係 「条例の制定について」  ・・・・・・・・・・ ２件 

「条例の一部改正について」  ・・・・・・・・ ２１件 

「条例の廃止について」 ・・・・・・・・・・ １件 

４ その他 「訴えの提起について」  ・・・・・・・・・・ １件 

「人事案件について」  ・・・・・・・・・・・ ２件 

松 戸 市 報 道 資 料  

令和６年２月１５日

【本件に関する問い合わせ先】 
〒２７１－８５８８  千葉県松戸市根本３８７－５ 

松戸市総務部総務課  ☎０４７－３６６－７３０５ 

ＦＡＸ０４７－３６３－３２００ ✉mcsoumu@city.matsudo.chiba.jp
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令和６年松戸市議会３月定例会提出予定議案一覧

NO 議案番号 議案名 問い合わせ

1 議案第５３号
専決処分の報告及び承認について
（令和５年度松戸市一般会計補正予算（第７回））

財 政 課
☎３６６－７０７６

2 議案第５４号 令和５年度松戸市一般会計補正予算（第８回）
財 政 課
☎３６６－７０７６

3 議案第５５号
令和５年度松戸市国民健康保険特別会計補正予算
（第２回）

国 保 年 金 課
☎３６６－７３０７

4 議案第５６号
令和５年度松戸市松戸競輪特別会計補正予算
（第２回）

公 営 競 技 事 務 所
☎３６５－８８６６

5 議案第５７号
令和５年度松戸市公設地方卸売市場事業特別会計補
正予算（第１回）

消 費 生 活 課
☎３６６－７３２９

6 議案第５８号
令和５年度松戸市介護保険特別会計補正予算
（第２回）

介 護 保 険 課
☎３６６－７３７０

7 議案第５９号
令和５年度松戸市後期高齢者医療特別会計補正予算
（第１回）

国 保 年 金 課
☎３６６－７３４２

8 議案第６０号
令和５年度松戸市松戸都市計画事業新松戸駅東側地
区土地区画整理事業特別会計補正予算（第１回）

街 づ く り 課
区 画 整 理 担 当 室
☎３６６－７３７５

9 議案第６１号
令和５年度松戸市相模台地区土地区画整理事業特別
会計補正予算（第１回）

松戸駅周辺整備振興課
☎３６６－７０８６

10 議案第６２号 令和５年度松戸市病院事業会計補正予算（第２回）
病 院 政 策 課
☎７１２－２６０５

11 議案第６３号
令和５年度松戸市下水道事業会計補正予算
（第２回）

下 水 道 経 営 課
☎７１０－３０８２
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NO 議案番号 議案名 問い合わせ

12 議案第６４号 令和６年度松戸市一般会計予算
財 政 課
☎３６６－７０７６

13 議案第６５号 令和６年度松戸市国民健康保険特別会計予算
国 保 年 金 課
☎３６６－７３０７

14 議案第６６号 令和６年度松戸市松戸競輪特別会計予算
公 営 競 技 事 務 所
☎３６５－８８６６

15 議案第６７号
令和６年度松戸市公設地方卸売市場事業特別会計予
算

消 費 生 活 課
☎３６６－７３２９

16 議案第６８号 令和６年度松戸市駐車場事業特別会計予算
街 づ く り 課
☎３６６－７３７６

17 議案第６９号 令和６年度松戸市介護保険特別会計予算
介 護 保 険 課
☎３６６－７３７０

18 議案第７０号 令和６年度松戸市後期高齢者医療特別会計予算
国 保 年 金 課
☎３６６－７３４２

19 議案第７１号
令和６年度松戸市松戸都市計画事業新松戸駅東側地
区土地区画整理事業特別会計予算

街 づ く り 課
区 画 整 理 担 当 室
☎３６６－７３７５

20 議案第７２号
令和６年度松戸市相模台地区土地区画整理事業特別
会計予算

松戸駅周辺整備振興課
☎３６６－７０８６

21 議案第７３号 令和６年度松戸市水道事業会計予算
水 ) 総 務 課
☎３０９－４００７

22 議案第７４号 令和６年度松戸市病院事業会計予算
病 院 政 策 課
☎７１２－２６０５
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NO 議案番号 議案名 問い合わせ

23 議案第７５号 令和６年度松戸市下水道事業会計予算
下 水 道 経 営 課
☎７１０－３０８２

24 議案第７６号

松戸市行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利
用等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ
いて

情 報 政 策 課
☎３６６－７３９９

25 議案第７７号 松戸市犯罪被害者等支援条例の制定について
市 民 安 全 課
☎３６６－７２８５

26 議案第７８号
松戸市職員定数条例の一部を改正する条例の制定に
ついて

行 政 経 営 課
☎３６６－７３１１

27 議案第７９号
松戸市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正
する条例の制定について

人 事 課
☎３６６－７３０６

28 議案第８０号
松戸市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改
正する条例の制定について

人 事 課
☎３６６－７３０６

29 議案第８１号
松戸市高額介護サービス費等貸付基金条例を廃止す
る条例の制定について

介 護 保 険 課
☎３６６－７３７０

30 議案第８２号
松戸市手数料条例の一部を改正する条例の制定につ
いて（建築許可等申請手数料等関係）

建 築 審 査 課
☎３６６－６８００

31 議案第８３号
松戸市手数料条例の一部を改正する条例の制定につ
いて（危険物貯蔵所設置許可申請手数料関係）

予 防 課
☎３６３－１１１４

32 議案第８４号
松戸市公民館の設置及び管理に関する条例の一部を
改正する条例の制定について

社 会 教 育 課
☎３６７－７８１３

33 議案第８５号
松戸市福祉有償運送運営協議会条例の一部を改正す
る条例の制定について

福 祉 政 策 課
地 域 福 祉 担 当 室
☎３６６－３０１９
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NO 議案番号 議案名 問い合わせ

34 議案第８６号
松戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業
の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する
条例の制定について

保 育 課
保 育 運 営 担 当 室
☎３６６－７３５１

35 議案第８７号
松戸市災害弔慰金支給条例の一部を改正する条例の
制定について

市 民 安 全 課
☎３６６－７３４１

36 議案第８８号
松戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関
する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定
について

子 育 て 支 援 課
☎３６６－７３４７

37 議案第８９号
松戸市少年センター設置条例の一部を改正する条例
の制定について

子 ど も わ か も の 課
☎３６６－７４６４

38 議案第９０号
松戸市老人福祉施設等整備事業者選考委員会条例の
一部を改正する条例の制定について

介 護 保 険 課
☎３６６－７３７０

39 議案第９１号
松戸市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制
定について

国 保 年 金 課
☎３６６－７３０７

40 議案第９２号
松戸市介護保険条例の一部を改正する条例の制定に
ついて

介 護 保 険 課
☎３６６－７３７０

41 議案第９３号
松戸市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備
及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正
する条例の制定について

介 護 保 険 課
☎３６６－７３７０

42 議案第９４号
松戸市営住宅設置及び管理に関する条例の一部を改
正する条例の制定について

住 宅 政 策 課
☎３６６－７３６６

43 議案第９５号
松戸市空家等対策の推進に関する条例の一部を改正
する条例の制定について

住 宅 政 策 課
空 家 活 用 推 進 室
☎３６６－７３６６

44 議案第９６号
松戸市地域公共交通活性化協議会条例の制定につい
て

交 通 政 策 課
☎７０４－３９９６
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NO 議案番号 議案名 問い合わせ

45 議案第９７号
松戸市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正す
る条例の制定について

消 防 総 務 課
☎３６３－１１１６

46 議案第９８号
松戸市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改
正する条例の制定について

水 ） 総 務 課
☎ ３ ０ ９ － ４ ０ ０ ７
下 水 道 経 営 課
☎ ７ １ ０ － ３ ０ ８ ２
病 院 政 策 課
☎ ７ １ ２ － ２ ６ ０ ５

47 議案第９９号
松戸市水道事業給水条例の一部を改正する条例の制
定について

工 務 課
☎３０９－４００８

48 議案第１００号 訴えの提起について
国 保 年 金 課
☎３６６－７２９３

49 議案第１０１号 人権擁護委員候補者の推薦について（森　めぐみ）
行 政 経 営 課
☎３６６－７３１１

50 議案第１０２号 人権擁護委員候補者の推薦について（藪田　京子）
行 政 経 営 課
☎３６６－７３１１
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会議予定時刻 会議予定 主な内容

２月 ２２日（木）午前１０時 招集日・本会議
施政方針説明
議案提案理由説明

２６日（月）午前１０時 各常任委員会 先議議案の審査

２９日（木）午前１０時 本会議 先議議案採決

３月 １日（金）午前１０時

４日（月）午前１０時

５日（火）午前１０時 一般質問・議案質疑

７日（木）午前１０時 総務財務常任委員会

８日（金）午前１０時 健康福祉常任委員会

１１日（月）午前１０時 教育環境常任委員会

１２日（火）午前１０時 建設経済常任委員会

１４日（木）午前１０時

１８日（月）午前１０時

１９日（火）午前１０時

２１日（木）午前１０時

２５日（月）午前１０時 本会議 議案等の採決

期日

令和６年松戸市議会３月定例会予定と主な内容

予算審査特別委員会 予算の審査

一般質問
本会議

議案等の審査
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松戸市犯罪被害者等支援条例（案）の提出 

市民の誰もが予期せぬ犯罪に巻き込まれ、犯罪被害者等となる可能性があることか

ら、本市におきましても、犯罪被害者等に寄り添った施策を講じていくため、４月１

日「松戸市犯罪被害者等支援条例（案）」を令和６年松戸市議会３月定例会へ議案提

出いたします。 

●背 景
市民の誰もが予期せぬ犯罪に巻き込まれ、犯罪被害者等となる可能性があります。 

犯罪等に巻き込まれた犯罪被害者等は、犯罪そのものによる直接的な被害をはじめ、

精神的にも、経済的にも困難に直面することが多く、十分な支援を受けられず、社会

において孤立することも少なくない状況です。 

そういった犯罪被害者等が、必要な支援を適時適切に途切れることなく受けること

ができるようにするものです。 

●目 的
犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号）の趣旨にのっとり、犯罪被害者

等の支援に関する基本事項を定め、犯罪等の被害に遭われた方の権利利益の保護並び

に被害の軽減及び回復を図ることにより、市民の誰もが安全で安心して暮らすことの

できる地域社会の実現を目指します。 

●施行予定日
令和６年４月１日

●条例案
別紙資料

●支援概要
犯罪被害者等に対し支援金を支給するなど、犯罪被害者等の権利利益の保護や被害

の軽減及び回復を図ります。 

松 戸 市 報 道 資 料

令和 ６年２月１５日 
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・犯罪被害者等に対し支援金を支給

遺族支援金３０万円、重傷病支援金１０万円、性犯罪被害支援金１０万円 

・日常生活支援を支給

①家事等費用:1 時間４，０００円を上限 最大９３時間

②一時保育費用：1回３，０００円を上限 最大２０回

③一時預かり費用：１回３，６００円を上限 最大２０回

④配食サービス費用：１回１，０００円を上限 最大３０回

⑤転居等費用：１回２０万円を上限

⑥家事保育等支援金：（①～④の上記サービスを他者から受けない場合）

１回５万円 

・裁判手続きに係る旅費等 上限５万円

・無料法律相談など

【本件に関する問い合わせ先】 
〒２７１－８５８８ 千葉県松戸市根本３８７－５ 

松戸市市民部市民安全課  ☎０４７－３６６－７２８５ 

ＦＡＸ０４７－３６６－７６１５ ✉ mcanzen@city.matsudo.chiba.jp 
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議 案 第 ７７ 号 

松戸市犯罪被害者等支援条例の制定について 

松戸市犯罪被害者等支援条例を別紙のように定める。 

令和６年２月２２日提出 

松戸市長 本郷谷 健 次 

提  案  理  由 

犯罪被害者等基本法の趣旨にのっとり、犯罪被害者等の支援に関する基本事

項を定め、犯罪等の被害に遭われた方の権利利益の保護並びに被害の軽減及び

回復を図ることにより、市民の誰もが安全で安心して暮らすことのできる地域

社会の実現を目指すため。 



松戸市犯罪被害者等支援条例 

（目的） 

第１条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号）の趣旨にのっとり、本市におけ

る犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定め、市、市民等及び事業者の責務を明らかにするとともに、

犯罪被害者等を支援するための施策の基本となる事項を定めることにより、犯罪被害者等への支援を総

合的に推進し、犯罪被害者等の権利利益の保護並びに犯罪被害者等が受けた被害の軽減及び回復を図り、

もって市民等が安全で安心して暮らせる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。

⑵ 犯罪被害者等 犯罪等により被害を受けた者及びその家族又は遺族をいう。

⑶ 再被害 犯罪被害者等が、当該犯罪等の加害者又はその関係者から、犯罪等により再び受ける被害

をいう。 

⑷ 二次的被害 犯罪被害者等が、犯罪等による直接的な被害を受けた後に、偏見に基づく又は理解若

しくは配慮に欠ける言動、インターネットを通じて行われる誹謗中傷、報道関係者による過度な取材

及び報道等により受ける精神的な苦痛、身体の不調、プライバシーの侵害、経済的な損失その他の被

害をいう。 

⑸ 市民等 市内に居住、通勤又は通学をしている者及び市内において活動を行う団体をいう。

⑹ 事業者 市内において犯罪被害者等を雇用する者その他の市内で事業活動を行う者をいう。

⑺ 関係機関等 国、千葉県、警察、公共的団体、犯罪被害者等の支援を行う民間支援団体その他の犯

罪被害者等の支援に関係する者をいう。 

（基本理念） 

第３条 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の個人としての尊厳が重んじられ、その尊厳にふさわしい

処遇を保障される権利が尊重されるよう、配慮して行われるものとする。 

２ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害したり、再被害及び二次的被害を生

じさせたりすることのないよう行われるとともに、犯罪被害者等の支援に関する個人情報の適正な取扱

いの確保に最大限配慮して行われるものとする。 

３ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等各々が自分らしい日常生活又は社会生活を営めるよう、犯罪被

害者等が受けた被害の状況及び生活への影響その他の事情に応じ、適切に途切れることなく行われるも

のとする。 

４ 犯罪被害者等の支援は、迅速かつ公正に行われるとともに、犯罪被害者等にとって利用しやすいもの

とする。 

５ 犯罪被害者等の支援は、市、関係機関等、市民等及び事業者が相互に連携し、及び協力して推進する

ものとする。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）に基づき、関係機関等との適正な

役割分担を踏まえ、犯罪被害者等を支援するための施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 市は、前項の施策が円滑に実施されるよう、関係機関等と連携し、及び協力しなければならない。 

（市民等の責務） 



 

第５条 市民等は、基本理念に基づき、犯罪被害者等の置かれている状況及び犯罪被害者等の支援の必要

性について理解を深め、二次的被害が生じることのないよう十分配慮するとともに、犯罪被害者等を地

域社会で孤立させないよう努めなければならない。 

２ 市民等は、市及び関係機関等が実施する犯罪被害者等の支援に関する施策に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念に基づき、犯罪被害者等の置かれている状況及び犯罪被害者等の支援の必要

性について理解を深め、その事業活動を行うに当たっては、二次的被害が生じることのないよう十分配

慮するとともに、市及び関係機関等が実施する犯罪被害者等の支援に関する施策に協力するよう努めな

ければならない。 

２ 事業者は、基本理念に基づき、犯罪被害者等である従業員がその被害に係る手続に適切に関与するこ

とができるよう、その就労及び勤務について十分に配慮するよう努めなければならない。 

（相談及び情報の提供等） 

第７条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑に営むことができるようにするため、犯罪被

害者等が直面している各般の問題について相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関

係機関等との連絡調整を行うものとする。 

２ 市は、前項に規定する支援を総合的に行うための窓口を設置するものとする。 

（安全の確保） 

第８条 市は、犯罪被害者等が再被害及び二次的被害を受けることを防止し、その安全を確保するため、

一時避難先の確保、防犯に係る指導及び助言並びに犯罪被害者等に係る個人情報の適切な取扱いの確保

その他必要な措置を行うものとする。 

（日常生活等の支援） 

第９条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑に営むことができるようにするため、犯罪等

により日常生活を営むことが困難となった犯罪被害者等に対し、次に掲げる施策を行うものとする。 

⑴ 犯罪等に起因する経済的負担の軽減を図るため、一時的な生活資金の助成その他必要な支援を行う

こと。 

⑵ 犯罪等の被害により、家事等を行うことが困難となった場合に、日常生活を営むため、家事に係る

支援その他必要な支援を行うこと。 

⑶ 犯罪等の被害により、従前の住居に居住することが困難となった場合に、居住の安定を図り、又は

再被害及び二次的被害を防止するため、市営住宅への入居における特別な配慮及び転居等に要する費

用の助成その他必要な支援を行うこと。 

⑷ 犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、関係機関等と連携し、犯罪被害者等が置かれている状況に

ついて、事業者の理解を深めるための措置その他必要な支援を行うこと。 

（法律相談支援） 

第１０条 市は、犯罪被害者等が犯罪等の被害（再被害及び二次的被害を含む。以下同じ。）に起因して

直面している法律問題の円滑な解決を図るため、犯罪被害者等の支援に精通した弁護士を紹介する等必

要な施策を講ずるものとする。 

（裁判手続に係る旅費等の支給） 

第１１条 市は、犯罪被害者等が、当該犯罪等の被害に係る刑事訴訟及び民事訴訟に関する手続に適切に

関与できるよう、その旅費等に対して必要な支援を行うものとする。 



（総合的支援体制の整備） 

第１２条 市は、関係機関等と連携協力して、犯罪被害者等の支援を円滑に行うことができるよう、総合

的な支援体制を整備するものとする。 

（市民等及び事業者の理解促進） 

第１３条 市は、犯罪被害者等の置かれている状況、その生活の平穏に対する配慮の重要性、犯罪被害者

等の支援の必要性等について市民等及び事業者の理解を深めるとともに、二次的被害を防止し、犯罪被

害者等が地域社会で孤立することがないよう、広報及び啓発その他必要な施策を講ずるものとする。 

（人材の育成） 

第１４条 市は、犯罪被害者等の支援の充実を図るため、犯罪被害者等の支援を行う人材の育成のための

研修の実施その他必要な施策を講ずるものとする。 

（民間支援団体への支援） 

第１５条 市は、民間支援団体その他の犯罪被害者等の支援に関係する者に対して、その活動の促進を図

るため、市が実施する犯罪被害者等を支援するための施策に係る情報の提供その他必要な支援を行うも

のとする。 

（支援を行わないことができる場合） 

第１６条 市は、犯罪被害者等が犯罪等を誘発した場合その他の犯罪被害者等の支援を行うことが社会通

念上適切でないと認められる場合は、犯罪被害者等の支援を行わないことができる。 

（意見等の反映） 

第１７条 市は、犯罪被害者等の支援を適切に行うため、犯罪被害者等、犯罪被害者等の支援に関し識見

を有する者、市民等、事業者及び関係機関等からの意見、要望等を把握し、施策に反映させるよう努め

るものとする。 

（委任） 

第１８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 




